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（注意事項）

 1 答案用紙の種類

          本答案用紙は，憲法の答案用紙です。

       行政法の答案を本用紙に記載して提出した場合には，試験時間内に申し出があった場合を除き，零点となるので，注意してください。

       なお，試験時間中に答案用紙の取違えに気付いた場合には，試験監督員の指示に従ってください。（試験時間終了後の答案用紙の取違えの申出には

            一切応じません。）。

 2 答案用紙の取扱い

    答案用紙の取替え，追加配布はしませんので，汚したり曲げたりしないでください。

3 答案作成上の注意

 (1) 答案は横書きとし，解答欄の枠内に頁数に従って書き進めてください。なお，解答欄の枠外（着色部分及びその外側の余白部分）に記載した場合には，当該部分は採点されません。

 (2) 答案は，黒インクのボールペン又は万年筆（ただし，インクがプラスチック製消しゴム等で消せないものに限る。）で記載することとし，これ以外で記載した場合には，

            無効答案として零点となります。

 (3) 答案を訂正するときは，訂正部分が数行にわたる場合は斜線で,1行の場合には横線で消して，その次に書き直してください。

 (4) 答案用紙の表裏を書き違えて答案を作成した場合には，表が白紙の時には「裏から記載」,それ以外の時は「裏から記載」とだけ，試験期間中に表の解答欄に記載してください。

         （試験時間終了後に記載することは認めません。）

 (5)   答案用紙の※印の欄には何も記載しないでください。

4 その他

   解答欄に受験者の氏名又は特定人の答案であると判断される記載のある答案は無効答案として零点となります。
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（注意事項）

　1　答案用紙の種類

  　       本答案用紙は，憲法の答案用紙です。

　　     行政法の答案を本用紙に記載して提出した場合には，試験時間内に申し出があった場合を除き，零点となるので，注意してください。

　　     なお，試験時間中に答案用紙の取違えに気付いた場合には，試験監督員の指示に従ってください。（試験時間終了後の答案用紙の取違えの申出には

            一切応じません。）。

　2　答案用紙の取扱い

　　　 答案用紙の取替え，追加配布はしませんので，汚したり曲げたりしないでください。

3　答案作成上の注意

　(1)　答案は横書きとし，解答欄の枠内に頁数に従って書き進めてください。なお，解答欄の枠外（着色部分及びその外側の余白部分）に記載した場合には，当該部分は採点されません。

　(2)　答案は，黒インクのボールペン又は万年筆（ただし，インクがプラスチック製消しゴム等で消せないものに限る。）で記載することとし，これ以外で記載した場合には，

            無効答案として零点となります。

　(3)　答案を訂正するときは，訂正部分が数行にわたる場合は斜線で,1行の場合には横線で消して，その次に書き直してください。

　(4)　答案用紙の表裏を書き違えて答案を作成した場合には，表が白紙の時には「裏から記載」,それ以外の時は「裏から記載」とだけ，試験期間中に表の解答欄に記載してください。

         （試験時間終了後に記載することは認めません。）

　(5)   答案用紙の※印の欄には何も記載しないでください。

4　その他

　　　解答欄に受験者の氏名又は特定人の答案であると判断される記載のある答案は無効答案として零点となります。
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 第１ 設問１（１）について 

１ 甲社による本件株式の買取りは、会社法（以下「法」という。）

第 155 条第 3号に基づき行われたものであるが、株式会社が株主

との合意により自己株式を有償で取得する場合、当該自己株式の

取得の対価として株式に交付する金銭は分配可能額を越えてはな

らないとされている（法 461条 1項第 2号）。然るに、本件株式の

買取の対価は 1000 万円であるところ、本問記載の計算書類の過

誤の修正後の分配可能額は 800 万円であったというのであるから、

本件株式の買取は法第461条第1項に違反する違法なものである。 

２ そこで、法第 461 条第 1項に違反する自己株式の買取が有効か

否かが問題となる。 

３ この点、会社法 463 条第 1 項において「効力を生じた日」との

規定があり、これは財源規制違反の行為であっても有効と解すべ

きことを前提としていることを論拠として、財源規制違反の自己

株式の取得であっても有効であるとする見解がある。 

４ しかしながら、そうであるとすれば財源規制に違反して株式を

会社に交付した者は、分配可能額と交付を受けた金銭の差額（本

問では 1000 万円-800 万円＝200 万円）を交付すれば足りるはず

である。会社法 462条が当該差額のみならず交付を受けた金員全

額の支払義務を負わせている以上、財源規制違反による自己株式

の取得は無効であると解すべきである。 

５ よって、甲社による本件株式の買取りは無効である。 

第 2 設問１（２）について 

１ Ｄの責任 

  まず、Ｄは、財源規制に違反して、本件株式と引換えに１００

０万円の支払を受けた者であるから、「当該行為により金銭等の交

付を受けた者」として、法 462 条 1 項柱書により、交付を受けた

金銭である１０００万円全額を甲社に支払う義務を負う。 

２ Ａの責任 

  次に、Ａは、本件株式の甲社による買取の承認を受ける過程に

おいて、甲社株主総会において、株主に対して説明を行っている

ため、会社計算規則第 159条第 2号ロにおける「株主総会におい

て株式の取得に関する事項について説明をした取締役」に該当す

るため、法 462 条 1項柱書にいう「業務執行者」として、Ｄが交

付を受けた１０００万円全額を甲社に支払う義務を負う。 

なお、Ａが職務執行を行うについて注意を怠らなかったことを

証明した時は当該義務を負わないとされているが（同条第 2 項）、

A は甲社の経理及び財務を担当しており、計算書類の作成と分配

可能額の計算も自ら行っていたにもかかわらず、その基礎となる

会計帳簿の作成についてはＧに任せきりで関与せず、会計帳簿の

チェック体制を整えることをしていなかったという過失があるた

め、同条第 2項はＡには適用されない。 

３ Ｆの責任 

  監査役Ｆについては、会社法 423条第 1項所定の任務懈怠責任
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の有無が問題となる。この点、監査役は、取締役が株主総会に提

出しようとする書類を調査しなければならず（法 384条）、これに

は令和 6年 3月に開催された甲社定時株主総会に提出された、配

当可能額が 1200 万円以上あるとされた計算書類も含まれる。 

  本件において、Ｆによる会計監査は、例年、会計帳簿が適正に

作成されたことを前提として、計算書類と会計帳簿の内容の商号

を行うのみであったため、そもそも会計帳簿の記載自体が誤って

いた場合には会計監査ではその過誤を発見することは難しい。確

かに監査役は、いつでも取締役その他の使用人に対して事業の報

告を求めることができるとされていること（法 381条 2 項）に鑑

みれば、ＡやＧに対してかかる事業の報告を求めていないＦには

任務懈怠があるとも思える。しかしながら、株主総会開催の時点

でＡもＧも会計帳簿の過誤に気付いていなかったのであるから、

予めＦが事業報告を求めていたとしても会計帳簿の過誤を見抜け

たといえるかは疑問であるし、そうした過誤が生じないような二

重チェックの体制を整えるべき職務上の責任は取締役会にあるも

のと解される（法 362 条 4項 6 号）。 

  よって、Ｆが監査役の権限を適切に行使していたとしても計算

書類の過誤に気付いたとまではいえず、Ｆは 423 条 1項所定の会

社法上の責任を負わない。 

３ 設問２について 

⑴ Ｅが採り得る会社法上の手段としては、①売買価格決定の申立

て（法 179 条の 8）及び差止請求（法 179 条の 7）が考えられる。 

１ まず、Ｅは、法 179 条の 8 に基づき、売渡株式に係る売買価格

の決定の申立てをすることが考えられる。当該請求は取得日の 20

日前までの日から取得日の前日までの間に行うことができるため、

9月 2 日時点でＥは価格決定の申立を行うことが可能である。 

２ では、Ｅは、差止請求を行うことができるか。この点、法 179

条の 7 第 1 項は、①株式売渡請求が法令に違反する場合や、②売

渡株式の対価が著しく不相当な場合において、売渡株主が不利益

を受けるおそれがある場合に差止請求ができる旨規定している。 

  まず、法令違反については、少数株主であるＥのみを株主から

排斥する目的で今般の株式売渡請求がなされた点が何らかの会社

法令に違反するかが問題となるものの、そもそも特別支配株主に

よる少数株主への売渡請求を方が認めている以上、少数株主を排

斥する目的があったとしても、これにより会社法に違反すること

にはならず、これを理由とする差止請求は認められない。 

  また、Ｅは、Ｂ、Ｃ及びＤは 1 株あたり１０万円でＡに株式を

譲渡したのに自分だけ 6 万円と低い価格で売渡請求を受けている

ことを理由に差し止めを求めると思われる。しかしながら、税理

士Ｈによれば、甲社株式の評価額は 1 株あたり 6 万円から 10 万

円というのであるから、6 万円という売渡価格が「著しく不相当」

とはいえず、これを理由とする差止請求も認められないものと考

える。                       以上 
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第１ 設問１⑴ 

 １ 甲社による本件株式の買取り（以下「本件買取」という。）は、会社法（以

下、法令名省略）461 条 1 項柱書及び同項 3 号に反し、無効とならないか。 

 ２ 株主総会の決議は、「決議の内容」が「法令」に違反する場合に無効となる

（830 条 2 項）。 

 ３ 本件買取は自己株式の取得（156 条 1 項）に当たるところ、甲社の令和 6 年

3 月 31 日時点の分配可能額が 800 万円であるにもかかわらず、本件買取額は 1,000

万円であり分配可能額を 200 万円も超過している（461 条 1 項柱書、同項 3 号）。

これは、甲社の定時株主総会（同月開催）決議の「決議の内容」が 461 条 1 項 3 号

という「法令」に違反していると認められる（830 条 2 項）。 

 ４  よって、本件買取は無効である。 

 

第２ 設問１⑵ 

 １ Ａの責任 

 ⑴ 462 条 1 項に基づく賠償責任を負うか。 

 ア 本件では、甲社の代表取締役（349 条 4 項）であるＡは、甲社の定時株主総

会で「令和 6 年 3 月 31 日における分配可能額は 1,200 万円以上あり、甲社が本件

株式を買い取ることに問題ない」旨の説明をしていることから、「総会議案提案取

締役」（462 条 1 項 1 号イ）に当たる。 

 イ そして、Ａは、Ｄという「金銭等の交付を受けた者」が「交付を受けた金銭

等の帳簿価額に相当する金銭」としての 1,000 万円を支払う連帯債務者となる（462

条 1 項柱書）。 

 ウ よって、Ａは、後述するＤとともに、462 条 1 項に基づき連帯して 1,000 万

円を支払う義務を負う。 

 ⑵ 次に、423 条 1 項に基づく損害賠償責任を負うか。 

 ア 423 条 1 項の要件は、①「役員等」、②「任務を怠った」という任務懈怠、

③「損害」及び④任務懈怠と損害との間の因果関係の 4 点である。そして、②とは、

忠実義務（355 条）違反及び善管注意義務（330 条、民法 644 条）違反をいうと解

する。 

 イ 本件では、Ａは甲社の取締役の中の代表取締役である（①）。Ａは、甲社の



経理・財務を担当しており、その基礎となる会計帳簿の作成を直属の部下Ｇに任せ

っきりにしていた。確かに、Ｇの上司であるＡは、組織のガバナンスを行う中でこ

のような事務処理を行うこともあり得る。しかし、Ａ自身も分配可能額の計算を行

う役割を担っており甲社の株式株主の大事な財産に係る計算ミスに気づくことが

できる環境下にあったにもかかわらず気づくことができなかったから、忠実義務

違反及び善管注意義務違反があったといえる（②）。このＡの任務懈怠により、本

件買取が承認され、甲社に 1,000 万円の「損害」が生じた（③④）。 

 ウ よって、Ａは、後述する監査役であるＦと連帯して 423 条 1 項に基づき 1,000

万円の損害賠償責任を負う（430 条）。 

 ２ Ｄの責任 

 ⑴ 462 条 1 項に基づく賠償責任を負うか。 

 ア Ｄは、本件株式を甲社に売却したことにより 1,000 万円を実際に受領してい

ることから、「金銭等の交付を受けた者」（462 条 1 項柱書）に当たる。 

 イ よって、Ｄは、Ａと連帯して 1,000 万円を支払う義務を負う。 

 ３ Ｆの責任 

 ⑴ 423 条 1 項に基づく損害賠償責任を負うか。 

 ア 同項の要件は、前述のとおりである。 

 イ Ｆは監査役であり「役員等」である（①）。Ｆによる会計監査は、例年、会

計帳簿が適正に作成されたことを前提と関係書類の照合するのみであり、Ｆは本

件も同様に対応していることから、何ら問題がないとも思える。もっとも、Ｆは会

計の専門職たる監査役であることから、監査書類の詳細を確認し適正性が担保さ

れているかを審査する甲社の最後の砦だったといえる。このような監査役の職責

を鑑みると、漫然と例年通りの事務を完遂したに過ぎないＦには、忠実義務違反及

び善管注意義務違反があったといえる（②）。このＦの任務懈怠により不適正な会

計帳簿が看過されており、甲社に 1,000 万円の「損害」が生じた（③④）。 

 ウ よって、Ｆは、Ａと連帯して 423 条 1 項に基づき 1,000 万円の損害賠償責

任を負う（430 条）。 

 

第３ 設問２ 

 １ Ｅは、本件売渡請求の差止請求（179 条の 7）という手段を採ることが考え

られる。 

 ⑴ Ｅは、甲社から本件売渡請求を受けた「売渡株主」に当たるとともに、甲社

の株主の地位を一方的に剥奪されることから「不利益」に当たり得る（179 条の 7

柱書）。では、Ｅに対する 1 株当たり 6 万円という「売渡株式の対価」が、「対象会

社である」甲社の「財産の状況その他の事情に照らして著しく不当」（179 条の 7

第 1 項 3 号）といえるか。 



 ⑵  「著しく不当」とは、同号の文言上、社会通念に照らして著しく合理性に反

する場合をいうと解する。 

 ⑶ 本件では、Ａは、Ｂ、Ｃ及びＤには 1 株当たり 10 万円で取得したにもかか

わらず、Ｅに対しては 1 株当たり 6 万円で取得しようとしており、1 株当たり 4 万

円もの差額が発生し、株主平等原則（109 条 1 項）に反するとも思える。もっとも、

Ａは、専門家である税理士Ｈの評価額算定で、「1 株当たり 6 万円から 10 万円まで

の範囲が甲社の株式の適正な評価額」という旨の専門的助言を得ていた。甲社とし

ては売渡請求後、売渡株主に対して通知、書面等の閲覧等の事務を余儀なくされ一

定程度の人件費を要する。また、Ｅに対する 1 株当たりの評価額 6 万円も上記評

価額算定の範囲に収まっている。これらを鑑みると、一定程度不当とはいい得るも

のの、「著しく不当」とまではいえない。 

２ よって、Ｅは、会社法上の手段を採ることができない。 

以上 
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